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バブル経済の崩壊で、わが国企業は大きな打撃
を受けた。株価の低迷と不良債権の発生で、本業
の業績が良好であるにもかかわらず、多大な特別
損失の計上に至り、業務のリストラに取り組んだ
企業も数多い。企業業績が不調であれば、税収も
雇用の状況も悪化する。法人税や所得税の落ち込
みは、わが国政府の財政を直撃し、現在、多くの
地方自治体は膨大な借金にあえいでいる。政府と
地方自治体を合わせた日本の公的部門の債務合計
は８００兆円に上るともいわれている。実に国民
一人当たり７００万円に接近する水準である。年
収１０００万円の４人家族の納める所得税や住民
税、さらには消費税を斟酌して、この家計全体で
納める税金は１年当たり３００万円を超えること
はないだろう。つまり、一人当たりの納税額は７５
万円弱に過ぎない。わが国には、この１０倍にも
匹敵する公的借金が存在するのである。
こうした事態を打開するためには、公的部門の
簡素効率化と、企業業績の回復が不可欠な二大要
素となる。バランス・スコアカード（ＢＳＣ）は、
昨今、企業や公的部門の戦略策定と業績評価の手
法としてとみに注目されている。バランスとは、
balanced で、「バランスのとれた」という意味を
持つ。ＢＳＣは結局のところ、戦略策定や業績評
価において、特定の内容にだけ特化した目標を設
定し、その実現を目指しても、中長期的には必ず
しも好ましいことではなく、組織の内外に調和の
取れた目標の設定と業績の評価を促す手法である。
周知のとおり、ＢＳＣでは、顧客の視点、財務
の視点、成長と学習の視点、業務プロセスの視点
という４つの視点で、組織の目標設定と業績評価
を求めている。これらの４つの視点には、組織の
ミッションや行動原理に照らして、異なるパターン
の戦略マップを作成することが可能であり、このこ
とがＢＳＣを、官民の区別なく組織全般にＢＳＣが
広く適用されている背景にある。戦略マップの策
定さえ間違わなければ、ＢＳＣはどのような組織
のマネジメントにおいても、相当の成果を実現す
ると、期待されているのである。
乙政佐吉「わが国企業のバランス・スコアカー
ド導入に対する促進要因の分析」『会計』２００４
年は、ＢＳＣ導入実体を民間企業に限定し、調査
した研究成果である。アンケート調査による実態
調査であり、アンケートへの回答そのものへの信
頼性は、この種の研究では一定の制約条件になる
ことを覚悟しなければならないが、それでも、わ
が国企業がＢＳＣの導入に対してどのような環境
においてこれに取り組んでいるのかが、対極的に
概観できて興味深い内容になっている。同じよう
に、永井一志・大藤　正「サービス業におけるバ
ランスト・スコアカードとビジネスゲーム」『玉川
大学紀要』２００４年も、人材育成の観点から、
ＢＳＣ導入の意義を民間のサービス業のレベルで
整理した、興味深い論文である。これらの論文か
らイメージされることは、わが国の民間企業が、
ＢＳＣの導入効用に大きな期待を抱きつつ、その
具体的な展開にいくつもの工夫を繰り返している
という点である。
こうした奮闘努力は、必ずしも民間企業に限定
したものではない。稲生信男「行政経営とガバナ
ンス型Balanced Scorecard (BSC) に関する一考察」
『会計検査研究』２００４年９月もまた、公的部門
におけるＢＳ導入の可能性や、導入における試行
錯誤を分析した論文として転嫁されている。この
論文の問題意識は、ガバナンスとＢＳＣとの関係
を整理することにある。公的部門において住民が
主権者であることに異論はない。しかし、昨今多
くの自治体等で導入されている新行政経営(New
Public Management)では、住民を顧客と定義して、
目的志向や成果志向の実現を求めている。住民が
主権者なのか、顧客なのか、あるいは、それ以外
の存在として位置づけるべきなのか。ガバナンス
の議論は、こうした問題を解決する一つの切り口
として有用であり、このガバナンスの構造をＢＳＣ
の４つの視点で分析することは、興味深い関心を
そそるテーマである。
本論分では三重県や姫路市、横須賀市などにお
けるＢＳＣ導入の事例が紹介されており、この分
野における数少ない邦語文献として大きな意味を
有している。しかし、その一方で、地方自治体に
おけるＢＳＣの導入自体は、まだまだ萌芽期にあ
り、本格導入されているとは決していえない状態
にある、イギリスの地方自治体で、ＢＳＣの導入
がかなり一般的に普及しているのと比較すると、
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わが国におけるそれは、かなり熟度の低いものと
なっており、これらを対象としたＢＳＣに関する
実態調査には、制約をあらかじめイメージしてお
く必要がある。本論分はこうした点を度外視すれ
ば、わが国の公的部門におけるＢＳＣ導入の状況
を緻密に紹介した文献として、多くの読者に一読
を進めたい良書である。ＢＳＣに関する論文や書
物が市井にあふれるようになっている反面、ＢＳＣ
の導入に関する実務の実証は意外なほど進んでい
ない。ここに紹介した３本の論文は、何れもそう
したハザマを埋める貴重な文献なのである。
